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被害者の相談窓口を開設し、緊急切実な資金繰りの相談を強めること。 

市内の金融機関、政策金融公庫に対して、新規融資をはじめ、借り換え、条件変更な

ど、積極的な資金繰り支援を、できるだけ低利で行うよう要請すること。 

制度融資を活用する際の金利、保証料負担が軽減されるよう、緊急の対応を実施する

こと。 

（回答） 

大阪市の中小企業の総合的支援拠点である大阪産業創造館において、府市の経営相談窓口を

集約し、市内中小企業等の様々な課題等に対して、中小企業診断士などの専門家による経営相

談を実施しております。株式会社全東信（以下「全東信」という。）の破産手続き開始により

影響を受ける中小企業・小規模事業者についても相談対応を実施しております。 

また、7月 31日より全東信に対して、売掛金債権等を有していることにより資金繰りに支障

が生じている中小企業・小規模事業者を支援するため、全東信がセーフティネット保証１号に

指定されたことに伴い、大阪府制度融資「経営安定サポート資金（セーフティネット型）」の

利用に必要となる認定申請の受付を実施しております。 

引き続き、市内中小企業の実情やニーズを把握し、関係機関等との連携のもと中小企業者の

資金調達の円滑化に努めてまいります。 

 

担

当 
経済戦略局 産業振興部 企業支援課（資金支援担当） 電話：06-4256-3529 

 

様式２－２ 


